
（様式６）                                   （変更） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 

処分基準（不利益処分関係） 

 

資料番号 ５ 担当課 
消防防災安全

課 

法令名 石油コンビナート等災害防止法 根拠条項 ２－１⑤ 
不利益処

分の種類 
第二種事業所の指定 

○石油コンビナート等災害防止法 （昭和五十年十二月十七日法律第八十四号） 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 石油等 石油（消防法別表第一に掲げる第一石油類、第二石油類、第三石油類及び第四石油類をい

う。以下同じ。）及び高圧ガス（高圧ガス保安法第二条に規定する高圧ガス（同法第三条第一項各号

に掲げる高圧ガス、ガス事業法（昭和二十九年法律第五十一号）第二条第十一項に規定するガス事業

及び同条第十三項に規定するガス工作物に係る高圧ガス並びに政令で定める不活性ガスを除く。）を

いう。以下同じ。）をいう。 

二 石油コンビナート等特別防災区域 次のいずれかに該当する区域であつて、政令で指定するものを

いう。 

イ 当該区域に、石油の貯蔵・取扱量（消防法第十一条第一項の規定による許可に係る貯蔵所、製造所

又は取扱所（同法第十六条の二第一項に規定する移動タンク貯蔵所を除く。以下「石油貯蔵所等」と

いう。）において貯蔵し、又は取り扱う石油の貯蔵量及び取扱量を政令で定めるところにより合計し

て得た数量をいう。以下同じ。）を政令で定める基準貯蔵・取扱量で除して得た数値若しくは高圧ガ

スの処理量（高圧ガス保安法第五条第一項の規定による許可に係る事業所において定置式設備により

同項第一号に規定する圧縮、液化その他の方法で一日に処理することができるガスの容積をいう。以

下同じ。）を政令で定める基準処理量で除して得た数値又はこれらを合計した数値が一以上となる事

業所を含む二以上の事業所が所在し、かつ、当該区域に所在する事業所のうち、石油貯蔵所等を設置

しているすべての者の事業所における石油の貯蔵・取扱量を合計した数量を政令で定める基準総貯

蔵・取扱量で除して得た数値若しくは同項の規定による許可を受けているすべての者の事業所におけ

る高圧ガスの処理量を合計した数量を政令で定める基準総処理量で除して得た数値又はこれらを合

計した数値が一以上となる区域であつて、当該区域に所在する特定の事業所についてそれぞれ災害の

発生及び拡大の防止のための特別の措置を講じさせるとともに当該区域について一体として防災体

制を確立することが緊要であると認められるもの 

ロ 石油の貯蔵・取扱量をイに規定する政令で定める基準総貯蔵・取扱量で除して得た数値若しくは高

圧ガスの処理量をイに規定する政令で定める基準総処理量で除して得た数値又はこれらを合計した

数値が一以上となる事業所であつて、当該事業所について災害の発生及び拡大の防止のための特別の

措置を講じさせることが緊要であると認められるものの区域 

ハ イ又はロに該当することとなると認められる区域 

三 災害 火事、爆発、石油等の漏 洩
えい

若しくは流出その他の事故又は地震、津波その他の異常な自然

現象により生ずる被害をいう。 

四 第一種事業所 石油コンビナート等特別防災区域（以下「特別防災区域」という。）に所在する事

業所であつて、石油の貯蔵・取扱量を第二号イに規定する政令で定める基準貯蔵・取扱量で除して得

た数値若しくは高圧ガスの処理量を同号イに規定する政令で定める基準処理量で除して得た数値又

はこれらを合計した数値が一以上となるものをいう。 

五 第二種事業所 特別防災区域に所在する事業所のうち第一種事業所以外の事業所であつて、政令で

定める基準に従い、相当量の石油等その他政令で定める物質を取り扱い、貯蔵し、又は処理すること

により当該事業所における災害及び第一種事業所における災害が相互に重要な影響を及ぼすと認め

られるものとして都道府県知事が指定するものをいう。 
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（様式６）                                   （変更） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 

処分基準（不利益処分関係） 

 

資料番号 ５ 担当課 
消防防災安全

課 

法令名 石油コンビナート等災害防止法 根拠条項 ２－１⑤ 
不利益処

分の種類 
第二種事業所の指定 

○石油コンビナート等災害防止法 （昭和五十年十二月十七日法律第八十四号） 

 （第二種事業所の指定の基準） 

第三条 法第二条第五号の政令で定める物質は、第三号から第六号までに掲げる物質とし、同条第五号

の政令で定める基準は、当該事業所において貯蔵し、取り扱い、又は処理する次の各号に掲げる物質

の数量を当該各号に定める数量で除して得た数値又はこれらを合計した数値が一以上であり、かつ、

当該事業所における災害及び第一種事業所における災害が当該石油コンビナート等特別防災区域に

おける災害の拡大に関し相互に重要な影響を及ぼすと認められるものであることとする。この場合に

おいて、当該事業所において貯蔵し、取り扱い、又は処理する第一号から第五号までに掲げる物質が

第六号に掲げる物質にも該当するときは、これらの物質については、同号に掲げる物質のみに該当す

るものとして当該数値の算定を行うものとする。 

一 石油 千キロリットル 

二 高圧ガス（法第二条第一号に規定する高圧ガスをいう。以下同じ。） 二十万立方メートル 

三 石油以外の消防法第二条第七項に規定する危険物（以下「危険物」という。） 同法別表第一に

掲げる第四類の危険物にあつては二千キロリットル、その他の危険物にあつては二千トン 

四 危険物の規制に関する政令（昭和三十四年政令第三百六号）別表第四の品名欄に掲げる物品のう

ち可燃性固体類及び可燃性液体類（次項第四号において「可燃性固体類等」という。）可燃性固体

類にあつては一万トン、可燃性液体類にあつては一万立方メートル 

五 高圧ガス以外の可燃性のガス（温度零度、圧力（ゲージ圧力をいう。次項第五号において同じ。）

零パスカルにおいて気体であるものをいう。同号において「高圧ガス以外の可燃性ガス」という。） 

二十万立方メートル 

六 別表第一に掲げる毒物及び別表第二に掲げる劇物（次項第六号において「毒物及び劇物」 とい

う。） 別表第一に掲げる毒物にあつては二十トン、別表第二に掲げる劇物にあつては二百トン 

 

 


